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貧困関連用語解説1 

(1) 貧困指標 

用語 解説 

絶対的貧困 
Absolute Poverty 

 

ある最低必要条件の基準が満たされていない状態を示す。一般的には、人間とし

て生存するために最低限必要とされる食糧と食糧以外のものが購入できるだけの

所得または支出水準（＝貧困線）に達していない状態を絶対的貧困と定義する。 
相対的貧困 
Relative Poverty 
 

ある地域社会の大多数よりも貧しい状態を示す。例えば所得が地域内の下位

10％に属する人は、衣食住が満たされていても相対的貧困者となる。また中所得

国以上では、人間の生存の為に最低限必要な食糧と食糧以外の日常品ではな

く、その社会で一般的な生活を送るために必要な収入・支出水準を元に相対的貧

困線を設定する国もある。OECD などでは中位可処分所得の 50％の水準を高所

得国の相対的貧困線と定義している。 
貧困線 Poverty Line 
 

所得または支出水準が最低限の必要を満たす水準が貧困線であり、それに達しな

い層（=貧困者）が全人口に占める割合を貧困率・または指数として示す。これによ

り表される貧困を経済的貧困、所得貧困とも言う。 
国際貧困線 
International Poverty 
Line 

MDGs を機に、国際的な絶対的貧困線として「１日１ドル未満」が設定された。国際

貧困線以下の人口が世界の絶対的貧困者の数であり、その割合が国際貧困率と

して算出される。 
1993 年購買力平価での最貧 15 か国の貧困線の平均が月 32.74 米ドル（一日

1.08 米ドル）であったことから、MDGs指標として一日 1 ドルの指標が採用された。

最貧国の国別貧困線の各国の物価は異なり、同じ１ドルで購入できるものには大

差があるため、購買力平価（Purchasing Power Parity：PPP）を用いて、米国での

１ドルの購買力に相当するように調整されている。2005 年以降の貧困線は物価上

昇などを加味し、2008 年購買力平価における最貧 15 か国の貧困線の平均から、

一日 1.25 ドルが国際比較のための絶対貧困線とされている
2
。 

国別貧困線 
National Poverty Line 

国ごとの実情を反映し、各国政府が家計調査のデータなどに基づいて独自に設定

したのが国別貧困線である。国内における物価の差異に対応するため、都市、地

方、あるいは地域ごとに設定された異なる貧困線を元に、統計的に国別貧困線を

算出する場合もある。多くの発展途上国では、下記のベーシックニーズ貧困線が

国別貧困線とされている
3
。下記の食糧貧困線とベーシックニーズ貧困線は、国に

よりUpper/Lower Poverty Lineや、Poverty Line/Extreme Poverty Lineなど

様々な表現があるため、定義によっていずれであるかを判断する必要がある。 
食糧貧困線 
Food Poverty Line 

人間が生存していく上で、最低限必要なエネルギーを摂取できる支出レベルを算

出したもの。摂取エネルギーは、FAO が提唱する成人の一日に必要なカロリー

（2100 カロリー）を基準に、国ごとに設定される場合が多い。そのカロリーを摂取す

るための基本的な食糧の種類や構成は国ごとに設定され、都市・地方、あるいは

地域の差異も配慮される場合がある。 

                                                   
1 主に国際協力総合研修所 2008 年 3 月『指標から国を見る～マクロ経済指標、貧困指標、ガバナンス指

標の見方～』

（http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.p
df）、世界銀行（2009）Measuring Poverty and Inequality（http://go.worldbank.org/4WJH9JQ350 ）を

元に作成。 
2 World Bank (2008) Dollar a Day Revisited （http://go.worldbank.org/SMQ2FCW4J0） 
3 World Bank (2012) Poverty Measurement Methodology by Country 

(http://go.worldbank.org/OP02MEZ880)  

http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.pdf
http://jica-ri.jica.go.jp/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/field/pdf/200803_aid02.pdf
http://go.worldbank.org/4WJH9JQ350
http://go.worldbank.org/SMQ2FCW4J0
http://go.worldbank.org/OP02MEZ880


 

 

用語 解説 

ﾍﾞｰｼｯｸﾆｰｽﾞ貧困線 
CBN/Basic Needs 
Poverty Line 

ベーシックニーズ費用手法（The Cost of Basic Needs Method: CBN）を用い、食

糧貧困線に非食糧、すなわち衣類、住居、医療などのための最低限の支出金額を

足して算出される。 
非食糧貧困線 
Non Food Poverty 
Line 

非食糧ニーズの種類や構成は国ごとに設定され、都市・地方、あるいは地域の差

異も配慮される場合も多い。また、所得貧困（Income Poverty）という表現がされ

ることが多いが、途上国での貧困率の算出に使用されるのはほとんどの場合支出

に関するデータである 。 
貧困ギャップ率・指数 
Poverty Gap Ratio ・

Index、P１ 

貧困率が貧困の発生頻度を表すのに対し、貧困ギャップ率は貧困の平均的「深さ

（depth）」を表すために用いられる。通常、国別貧困率を元に算出される。 
貧困ギャップ率は、国民の収入または支出が貧困線に対して何パーセント下回っ

ているか（乖離しているか）を、貧困線以上の人々の乖離率をゼロとして計算した数

値である
4
。貧困ギャップ率に貧困線と人口を乗じた数字が、貧困削減のための最

低限の必要な費用であるとされ、政策上の目安となる。 
二乗貧困ギャップ率・指数 

Squared Poverty Gap 

Ratio ・ Index ／ Poverty 

Severity Ratio・Index、P２ 

貧困の極端な「深刻さ（severity）」を表すために用いられる。通常国別貧困率を元

に算出される。二乗貧困ギャップ率は、貧困線からの乖離率を二乗したもので、乖

離率が高ければ（貧困の深刻度が高い）、より大きく数値に反映される。 

 

(2) 不平等指数 

用語 解説 

ジニ係数・指数 
Gini Coefficient, Gini 
Index 

国や地域の所得（または消費）の平等・不平等度を示す指標。完全に平等な社会

では 0 になり、完全に不平等な社会では１となる。なお、世界銀行の統計などでは

パーセンテージ表示のジニ指数（Gini Index）を用いており、完全に不平等な社会

を 100 で表す。通常 30 から 50の範囲になることが多く、40 を超えると社会が不安

定になると一般的に言われている。 
所得階層別の所得ｼｪｱ 
Percentage Share of 
Income or 
Consumption 

ジニ係数を算出する基礎となるもの。人口を所得水準で階層分類し（五分位または

十分位）、国全体の所得のうちそれぞれの階層が占める割合を％で表示。一般的

に、五分位の最下層 20％が全体の 6－10％の消費を行い、最上位 20％が全体

の 35－50％の消費を行っている場合が多い。 

 

(3) 開発指数 

用語 解説 

人間開発指数 
Human Development 
Index：HDI5 

人間開発の 3 つの基本的側面（①寿命、②知識、③生活水準）を総合して、各国

の達成度を測定、比較するための指数。経済指標のみでは表せない国の開発の

度合いを表す尺度として、UNDP が 1990 年に刊行した『人間開発報告（Human 
Development Report）』の中で用い各国のランキングを行ったことに始まる。算出

方法は、①平均寿命指数、②教育指数（成人識字率と初等・中等・高等教育総就

学率）、③GDP指数（１人当たり実質GDP（PPP））について、それぞれの最大値を

1、最小値を 0 として算出し、3 つの平均値をとる。 
2010年よりHDIの派生指標として不平等調整済みHDI（IHDI）が導入されている。

                                                   
4 World Bank (2009)Handbook on poverty and inequality

（http://issuu.com/world.bank.publications/docs/9780821376133.） 
5 HDI の詳細については UNDP HDI 公式ウェブサイト（http://hdr.undp.org/en/data/about/ ）。一部の情

報 は UNDP 東京事務所から日本語でも入手可能。http://www.undp.or.jp/hdr/global/） 

http://issuu.com/world.bank.publications/docs/9780821376133
http://hdr.undp.org/en/data/about/
http://www.undp.or.jp/hdr/global/


 

 

用語 解説 

また、それまで発表されていたジェンダー開発指数（GDI）とジェンダーエンパワメ

ント指数（GEM）に代わってジェンダー不平等指数（GII）が、人間貧困指数（HPI）
に代わって多次元貧困指数（MPI）が導入された。 

 

(4) その他 

用語 解説 

ミレニアム開発目標 
(Millennium 
Development 
Goals:MDGs)6 

2000年9月、ニューヨークの国連本部で開催された国連ミレニアム・サミットに参加

した 147 の国家元首を含む 189 の国連加盟国代表は、21 世紀の国際社会の目

標として「国連ミレニアム宣言」を採択した。この宣言と 1990 年代に開催された主

要な国際会議やサミットでの開発目標をまとめたものが MDGsである。MDGsは国

際社会の課題に対して、2015 年までの達成を目指す期限付きの 8 つの目標、21
のターゲット、60 の指標を掲げている。貧困に関する様々な経済的・非経済的指

標が取り上げられているが、その第 1 目標が、「一日 1.0 ドルの未満（2005 年以降

は 1.25 ドル）の絶対的貧困線以下の人口を半減する」という目標である。 
脆弱度分析と地図化

（Vulnerability Analysis 
and Mapping：VAM）

7 

食糧安全保障の観点から、「人々が最低限の厚生水準を維持できないほど、食糧

へのアクセスや食糧消費が急速に低下する可能性」を「脆弱性」と定義し、地域別

の脆弱度を地図化したものが VAM である。WFP が緊急食糧援助を行う際、援助

を最も必要とする人々や地域を選定し、効果的な支援を行うために開発した。 
VAM は、包括的食糧安全保障・脆弱度分析（CFSVA）、食糧安全保障モニタリン

グ・システム、GIS データを用いた空間分析と地図化の 3 つの活動からなる。

CFSVA では、社会政治環境、地理・気象条件、マクロ経済、教育・保健水準、農

業、環境などの観点から食糧安全保障と脆弱性に影響を与える要素を包括的に

分析する。既存のデータに加え、家計調査や市場価格調査などを組み合わせ、

「どのような社会グループ（生計活動や食糧入手手段）が影響を受けやすいか」な

どの分析も行う。 

 

                                                   
6 MDG については国連 MDG 公式ウェブサイト。（http://unstats.un.org/unsd/mdg/default.aspx）一部の情

報については国連広報センター（東京）からも入手可能。（http://unic.or.jp/mdg/index.html） 
7 VAM に関しては WFP VAM ウェブサイト（http://www.wfp.org/food-security） 

http://unstats.un.org/unsd/mdg/default.aspx
http://unic.or.jp/mdg/index.html
http://www.wfp.org/food-security


 

 

 

 

略語表 

略語 正式名称 日本語名 

CBS Central Bureau of Statistics 統計局 

CIAA Commission for Investigation of Abuse of 

Authority 

権力乱用調査委員会 

CPA Comprehensive Peace Agreement 包括的和平合意 

CSSP Community School Support Programme コミュニティスクール支援

プログラム 

DHS Demographic and Health Survey 人口保健調査 

DOTS Directly Observed Treatment Short Courses 直接監視下治療 

FAP Foreign Aid Policy 外国援助方針 

FPL Food Poverty Line 食料貧困線 

GEM Gender Empowerment Measurement ジェンダー・エンパワメン

ト指標 

GER Gross Enroll Rate 総就学率 

HCR Head Count Rate 貧困率 

HDI Human Development Index 人間開発指標 

HDR Human Development Report 人間開発報告書 

ICIMOD International Centre for Integrated Mountain 

Development 

国際総合山岳開発センター 

ILO International Labour Organization 国際労働機関 

IMF International Monetary Fund 国際通貨基金 

IMR Infant Mortality Rate 乳児死亡率 

LDC Least Developed Country 後発開発途上国 

MDGs Millenium Development Goals ミレニアム開発目標 

MMR Maternal Mortality Ratio 妊産婦死亡率 

MoE Ministry of Education 教育省 

MTEF Medium Term Expenditure Framework 中期的（3 年間）財政計画 

NLSS Nepal Living Standard Survey 生活水準調査 

NPC National Planning Commission 国家開発委員会 

NPL Nonfood Poverty Line 非食料貧困線 

OCHA Office for Coordination of Humaniterian 

Affairs 

国連人道調整局 



 

 

略語 正式名称 日本語名 

OECD Organisation for Economic Co-operation 

and Development 

経済協力開発機構 

PG Poverty Gap 貧困ギャップ 

PMTC Prevention of Mother-to-Child Transmission 母子感染予防 

PRSP Poverty Reduction Strategy Paper 貧困削減戦略文書 

SPG Squared Poverty Gap 二乗貧困ギャップ率 

SSRP School Sector Reform Plan 教育セクター改革計画 

SWOT SWOT（Strength, Weakness, Opportunities, 

and Threats）Analysis 

SWOT 分析 

TEP Teacher Education Project 教師支援プロジェクト 

TYIP Three Year Interim Plan 暫定 3 カ年計画 

TYP Three Year Plan 3 カ年計画 

UN United Nations 国際連合（国連） 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

UNESCO United Nations Educational, Scientific and 

Cultural Organisation 

国連教育科学文化機関 

UNHCR Office of the United Nations High 

Commissioner for Refugees 

国連難民高等弁務官事務所 

USAID United States Agency for International 

Development 

アメリカ合衆国国際開発庁 

VCT Voluntary Counseling and Test 無料診断 

WB World Bank 世界銀行（世銀） 

WFP World Food Programme 世界食糧計画 
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図表 1 主要指標一覧（2000-2010 年）8 

 
 

                                                   
8 JICA 研究所にて年 3 回改定。https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html 

（2012/10/04 アクセス） 

https://libportal.jica.go.jp/fmi/xsl/library/public/data/shihyo-p.html
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図表 2 日本の年度別・援助形態別実績（2006-2010 年） 

 
（出所）外務省「国別データブック：ネパール」p.151 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/region/s_asia/nepal/index.html （2012/11/30 アクセス） 

 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/region/s_asia/nepal/index.html
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図表 3 貧困率・貧困ギャップ率・二乗貧困ギャップ率（2010/2011 年） 

 

（出所）CBS（2011）Poverty in Nepal 2010/11 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pd

f（2012/11/13 アクセス） 

図表 4 ジニ係数（20083/20094 年） 

 
（出所） UN Country Team Nepal（2012）‘Nepal: A Country Analysis with A Human Face’ p. 8  

http://un.org.np/sites/default/files/2012-09-14-Nepal-Country-Analysis-2011.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://un.org.np/sites/default/files/2012-09-14-Nepal-Country-Analysis-2011.pdf


v

図表 5 HDI 指標（1980-2011 年）



 

 vi 

 
 ※2011 年のHDIにおける、各項目（健康状況、教育状況、所得分配状況）に関する指標。 

（出所） UNDP ウェブサイト http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/NPL.html （2012/10/04 ア

クセス） 

 

図表 6 MDGs 指標（2010, 2015 年） 

 
（出所）UNDP （2010） ‘Millennium Development Goals Needs Assessment for Nepal’, p.2  

http://www.undp.org.np/uploads/publication/MDG%20NA%20Final_20110829101757.pdf（2012/10/10 ア

クセス） 

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/NPL.html
http://www.undp.org.np/uploads/publication/MDG%20NA%20Final_20110829101757.pdf
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地図 1 ネパール全土地図 

 
（出所）OCHA ウェブサイト 

http://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/map_629.pdf （2013/2/26 アクセス） 

http://reliefweb.int/sites/reliefweb.int/files/resources/map_629.pdf
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地図 2 地域別貧困率（2010/11 年） 

 

（出所）World Bank ウェブサイト 
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I. 貧困状況の概観 

1995/96 年に実施された第 1 回生活水準調査（Nepal Living Standards Survery：NLSS）9

以降、世帯所得は上昇している（図表 7）。1995/96 から 2008/09 年にかけて、名目平均

世帯所得は 43,732 ネパール・ルピー（以下、NPR）10から 202,374NPRと約 4.6 倍になっ

ている。GDPも成長しており、2008/09 年の実質GDP成長率は 5.00％であった。実質GDP

成長率が伸びた理由として、IMFは、経済成長は投資によってもたらされたものではなく、

送金による消費の増加が原動力となっていたと分析している11。送金を受け取る世帯は、

2003/04 年にはネパールの全世帯の 30％であったが、2010/11 年には 56％に及んでいる。

一世帯当たりが受け取る送金額は 1995/96 年から 2010/11 年にかけて 5 倍以上になってい

る。このような送金をベースとした所得の増加は、一時的な生活水準の向上や経済成長に

は有益であるが、海外からの送金への依存は、国内の雇用機会を弱めると同時に海外への

移民を促してしまう。IMFは、国内における雇用創出と電力セクターをはじめとするイン

フラ整備が長期的な貧困削減と経済成長のために必要としている12。 

所得面では名目平均世帯所得やGDPが増加しているが、所得貧困以外の指標についても

改善が見られる。MDGs の達成状況を見ると、普遍的な初等教育、15-25 歳の識字率、初

等教育におけるジェンダーの平等、乳幼児死亡率と妊産婦死亡率の改善といった目標は達

成が可能と見込まれている。 

以上のように、ネパールでは所得やその他諸指標が改善を示している。しかし、経済成

長やその他諸指標の改善は全国で一様に見られるわけではなく、地域や職業、社会集団間

で格差が生じている。2010/11 年の都市部の平均世帯所得は 318,167NPRであったが、農

村部では 171,950NPRであった。地域別では、最も豊かなカトマンズ都市部の世帯所得が

404,511NPRである一方、最も世帯所得が低い中西部・極西部の丘陵部は 122,544NPRに

とどまっている。地域間格差は所得面だけではなく、教育など他の指標でも起きている。

職業では、農業賃金労働者が世帯主の家庭の貧困率13は 47.03％で、ネパール全体の平均を

約 20％上回っている。民族やカースト、宗教を背景とした格差も生じており、アッパーカ

ーストとネワール人の貧困率が低い一方で、ダリットや丘陵部ジャナジャーティ、タルー、

イスラム教徒の貧困率が 40％から 50％と高い数値になっている。 

                                                   
9 生活水準調査（NLSS）は、ネパール統計局が実施する生活水準および貧困レベル測定のための調査であ

る。1995/96 年に第 1 回、2003/04 に第 2 回調査が実施されている。調査はサンプル調査で行われる。 
WB ウェブサイト、http://microdata.worldbank.org/index.php/catalog/1000/overview （2013/3/8 アクセ

ス） 
10 1 ネパール・ルピー（NPR）＝0.895 円（2012 年 9 月 JICA レートより） 
11 IMF（2011） ‘Nepal: 2011 Article IV Consultation’ p.4 
12 IMF（2011） ‘Nepal: 2011 Article IV Consultation’ pp.17-19 
13 所得または支出水準が最低限の必要を満たす水準が貧困線であり、それに達しない層（=貧困者）が全

人口に占める割合が貧困率である。貧困率の基準となる貧困線は CBN 法(Cost of Basic Needs 
Approach)によって算出される。CBN 法により、ネパールの国別貧困線は個人のベーシックニーズを満

たすために必要とされる食料と非食料にかかる費用の合計を地域の貨幣価値に換算することで算出され

る。詳しくは、貧困関連用語解説および III.1 を参照。 

http://microdata.worldbank.org/index.php/catalog/1000/overview
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また、ネパールの経済成長のけん引役の一つである送金を見ても、送金をする出稼ぎ労

働者の多くは肉体労働や単純労働に従事し、賃金は低く抑えられている。 

なお、図表 7 は 1995/96 年から 2008/09 年の所得、貧困、不平等の推移、図表 9 は

1995/96 年から 2010/11 年のネパールの家庭一人当たりの所得の推移、図表 10 は 1995/96

年から 2010/11 年の送金額の推移を表している。 

図表 7 所得、貧困、不平等の推移（1995-96 年-2008-09 年） 

 
（出所）UN Country Team Nepal（2012）‘Nepal: A Country Analysis with A Human Face’ p. 8 

http://un.org.np/sites/default/files/2012-09-14-Nepal-Country-Analysis-2011.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

図表 8 貧困人口 
指標名 1996 2004 2011 

人口 22,137,784 26,717,875 30,485,798 

国別貧困率（％） 41.8 30.9 25.2 

貧困人口（人口×国別貧困率） 9,253,594 8,255,823 7,682,421 

（出所）World Bank, World Development Indicatorsより作成。 

http://databank.worldbank.org/ddp/home.do?Step=1&id=4 （2013/3/13 アクセス） 

 

http://un.org.np/sites/default/files/2012-09-14-Nepal-Country-Analysis-2011.pdf
http://databank.worldbank.org/ddp/home.do?Step=1&id=4
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図表 9 ネパールの家庭・一人当たりの所得の推移（1995/96 年-2010/11 年） 

 
（出所） CBS（ 2011）  ‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ 

p.43 http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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図表 10 送金額に係る統計（1995/96 年-2010/11 年） 

 

（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.80 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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II. 貧困削減のための政策枠組み 

1. 貧困削減戦略及び目標の現状 

(1) 国家開発計画・戦略の概要 
ネパール政府は 1956 年より国家開発計画として 5 カ年の開発計画を策定している。

1985 年に経常収支が悪化すると、1987 年から IMF・世界銀行との協議の下で構造調整政

策が採られるようになり、1990 年の民主主義への体制移行の後、1991 年から本格的な経

済自由化政策が採られるようになった。2002-03 年から 2006-07 年を対象とした第 10 次 5

カ年計画は貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper：PRSP）として位置付け

られた。2010-2011 年からは、第 10 次 5 カ年計画と次期計画をつなぐ計画として、暫定 3

カ年計画（Three Year Interim Plan：TYIP）及び 3 カ年計画（Three Year Plan：TYP）

（2010-2011 年から 2012-13 年）が策定された。この 3 カ年計画では長期的ビジョンとし

て「今後 20 年間での LDC からの脱却を通じた豊かで平和な国家の実現」を掲げている。 

また、援助が効果的にネパールの開発につながるよう、政府としての方針と具体的戦略

を定める文書として、2002 年には外国援助方針（Foreign Aid Policy：FAP）が策定され、

2009 年には改定案が策定されている（ただし 2013 年 3 月時点で未発表）。 

(2) 第 10 次 5 カ年計画（PRSP） 
ネパール政府は、第 10 次 5 カ年計画から、同計画の支出枠組みを規定する中期的（3 年

間）財政計画（Medium Term Expenditure Framework：MTEF）と短期的な即時行動計画

（Immediate Action Plan：IAP）を計画の一部として組み込んでいる。この第 10 次 5 カ年

計画では、雇用の創出による所得の増加による経済成長を目指し、特に農村部の貧困層の

貧困削減に注力している（概要は図表 11 を参照）。 

図表 11 第 10 次 5 カ年計画の概要 
 概要 
目的 今後 5 年間で持続的に貧困を削減する。 
PRSP において考慮
するべき事柄 

1. Rural-oriented な所得と雇用の成長による経済成長を目指すた
めに、成長戦略は特に農村部・農業の成長に注力しプロプアで広
域に及ぶ必要がある。 
2. 短期・長期のニーズを見極め、優先順位を付けプロジェクト
を形成・実施する。 
3. 政府の限られた運営能力に鑑み、PRSP は戦略的かつ集中的
に行い、農村部の貧困者が成長の成果を享受できるようにする。 
4. PRSP は戦略的且つフレキシブルな文書として解釈される。 

4 つの柱 1. 広範囲にわたる経済成長（Broad based economic growth） 
2. 人間開発を含めた社会セクター開発（ Social sector 
development including human development） 
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3. 社会包摂を含めたターゲットプログラム（Targeted programs 
including social inclusion, in order to bring the poor and 
marginalized groups into the mainstream of development, 
together with targeted programs for the ultra poor, vulnerable and 
deprived groups） 
4. 良い統治（Good governance） 

4 つの戦略的分野横断
的なアプローチ 

1. 政府の役割を再定義し、政府の介入を制限する。 
2. 雇用と所得の創出のために民間セクターや NGOs、INGOs、
CBOs に協力を求める。 
3. コミュニティの地域レベルでの活動のマネジメントと参加の
促進 
4. 良い統治の下、地方分権を加速させる。 

（出所）IMF (2003) ‘Nepal Poverty Reduction Strategy Paper’ pp.37-63 

http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2003/cr03305.pdf （2012/11/1 アクセス） 

 

図表 12 第 10 次 5 カ年計画の数値目標 

 
（出所）IMF（2003）‘Nepal Poverty Reduction Strategy Paper’ p.40 

http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2003/cr03305.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2003/cr03305.pdf
http://www.imf.org/external/pubs/ft/scr/2003/cr03305.pdf
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(3) 3 カ年計画（2010/11-2012/13 年） 
2002 年から 2007 年を対象とした第 10 次 5 カ年計画の後、2007 年 12 月に第 10 次 5 カ

年計画と時期計画をつなぐ計画として暫定 3 カ年計画（2007 年 7 月-2010 年 6 月）が策定

された。暫定 3 カ年計画の後に、2010/11 年-2012/13 年を対象とした新たな 3 カ年計画が

策定された（概要は図表 13 参照）。この 3 カ年計画では、経済成長を通して今後 20 年以

内にLDCから抜け出すことを長期的ビジョンとして掲げている。この目標を達成する上で、

民族、宗教、ジェンダー、地域等から生じる差別と不平等をなくすことの重要性が強調さ

れている。雇用の創出や食料安全保障や教育、保健といった必須サービスの供給、また気

候変動からの影響を最小化することなどが優先分野として掲げられている14。各優先分野

には数値目標が設定されている（図表 14 参照）。 

図表 13 3 カ年計画の概要 
 概要 
長期ビジョン 長期目標は豊かで平和なネパールをつくり、今後 20 年以内に LDC か

ら抜け出すことである。経済成長を通して貧困線以下で生活する人々
を最低水準まで引き上げることで豊かで近代化されたネパールを作り
上げる。また全ての側面において平和と良い統治があり、また全ての
ネパールの人々の将来を保証するための平等な機会が提供される。全
ての差別と不平等（法律、社会的、文化的、言語的、宗教的、経済的、
民族的、身体的、ジェンダー、地域による）はなくなる。 

目標 ネパールの全ての人々の生活水準を向上させること、貧困を 21％削減、
持続可能な経済成長、尊厳ある雇用の創出、経済的不平等の削減、地
域の均衡を保つこと、社会的排除をなくすことにより MDGs を達成す
ること。 

目的 雇用の増加と平等な経済成長による貧困削減と持続可能な平和を通
して人々の生活とクオリティオブライフを改善する。 

戦略 1. 雇用創出と貧困削減を核として政府・民間・コミュニティ
/co-operatives セクターが一丸となり、広域且つ持続可能な経済成
長を実現する。 

2. 地方分権化後の地域開発のために必要とされる物理的インフラス
トラクチャーの開発を行う。 

3. 持続可能な平和のために包括的で平等な開発を進める。 
4. 社会経済と社会サービスの充実 
5. ガバナンスの確保と効果的なサービス提供により、結果主義の開発

を機能させる。 
6. 民間セクターとコミュニティセクターを強化、産業、貿易、サービ

スセクターの主流化を通して、経済成長を強化・安定させる。 
優先セクター 1. 物理的/社会的インフラ構築 

2. 農業セクター、観光、産業、輸出貿易分野での雇用創出 
3. 投資により、社会的に排除された集団の参加を促進 
4. 必須サービス（飲料水、エネルギー/電力、道路、通信、食料安全

保障、保健、教育） 
5. 良い統治を通した公共サービスの質向上 
6. 気候変動による影響を最小化する 

                                                   
14 NPC （2011） ‘Three Year Plan Approach Paper ’ pp.18-20 

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf （2012/11/1 アクセス） 

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf
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（出所）NPC（2011）‘Three Year Plan Approach Paper ’ pp.18-20 

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

図表 14 3 カ年計画における数値目標 

 
（出所）NPC（2011）‘Three Year Plan Approach Paper (2010/11-2012/13)’ p.21 

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

(4) 暫定 3 カ年計画の進捗状況 
2011 年NPCは、暫定 3 カ年計画の中間レビューを行い、2009/10 年現在の目標の達成状

況を発表した。このレビューではネパールは未だ期待されるペースでの経済成長が達成さ

れていないと評価されている。道路、灌漑、飲料水、情報・通信、識字率・就学率、平均

寿命、乳幼児や妊産婦の死亡率などでは一定の成果が見られたが、数多くの課題が存在す

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf
http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf
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る15。 

 

図表 15 開発過程における課題と機会 
 概要 

課題 1.  投資のしやすい環境を作り優先セクターへの投資を増加する。 
2.  世界経済不況による影響と政治的影響を緩和する。 
3.  高いインフレレベルをコントロールする。 
4.  地元の会社をインフラ開発に活用する。 
5.  人口増加を適切に管理する。 
6.  正規の雇用機会を創出することで所得水準を向上させる。 
7.  従来、開発の恩恵を受けられずにいた地域、コミュニティやグル

ープにその恩恵が行き届くようにする。 
8.  公共サービスを効果的に届けることで、民主主義システムを強め

る。 
9.  エネルギー危機を解決するために効率的で信頼のあるエネルギ

ー供給を行う。 
機会 1.  前例のない政変による新しい活力と情熱 

2.  憲法制定会議を通して人々の願いに応える国家へ変革する機会。 
3.  国の保有する天然資源の活用。 
4.  開発パートナーとの良好な協力関係 

（出所）NPC （2011） ‘Three Year Plan Approach Paper ’ p.16 

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

                                                   
15 NPC （2011） ‘Three Year Plan Approach Paper ’ p.16 

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf


 

 10 

図表 16 3 カ年計画中間レビューによる目標達成状況 
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（出所）NPC （2011） ‘Three Year Plan Approach Paper ’ pp.5-9 

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

(5) 社会保障政策 
(i) ネパール全体の政策・予算 

社会保障政策の必要性については、第 10次 5カ年計画から特に重点的に言及されている。

貧困と社会的排除は内戦の原因となっているという認識から、この新政府は「地域、階級、

カースト/民族等により存在する格差と差別をなくし平等な社会を築く」ことを目標として

掲げた16。 

さらに 3 カ年計画でも社会保障政策が言及されている。ネパールでは、未だ民族・地

域・階級・カースト・宗教・ジェンダー・年齢等による差別により不平等が生じている。

これらの不平等はネパールの貧困にも影響している。ダリット（Dalits） 17 、マデシ

（Madheshi）18、イスラム教徒、遠隔丘陵部（Remote Hilly）やヒマラヤ（カルナリ（Karnali）

県を含む）に住む民族は特にぜい弱であり、女性はその中でもさらにぜい弱な立場に置か

れている。これらの地域は、貧困、偏狭な社会規範、教育や資源、サービスや施設への限

られたアクセス、限られた開発計画の実施といった問題を抱えている。以下の表では 3 カ

年計画で掲げている社会的統合の目的、戦略、政策、期待される結果についてまとめてい

る。 

                                                   
16 Koehler, G.（2011） ‘Social Protection and Socioeconomic Security in Nepal’ in IDS（2011） IDS Working 

Paper, Vol. 2011 No.370 p.9 http://www.ids.ac.uk/files/dmfile/Wp370.pdf （2012/11/1 アクセス） 
17 Dalit は、カースト制度における不可触選民（untouchable）を指す。 
18 Madheshi は、主にネパール南部に居住するインド系の人々を指す。 

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf
http://www.ids.ac.uk/files/dmfile/Wp370.pdf
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図表 17 3 カ年計画における社会的統合概要 
 概要 

目的 貧しいコミュニティが経済的、社会的、人間的、文化的権利への、ま
た開発の主流化によりもたらされる様々な機会への正当なアクセスを
保証する 

対象  女性 
 ダリット（Dalits） 
 先住民族 
 ローカースト 
 障害者 
 遠隔丘陵部（Remote Hilly）やヒマラヤ地区（Karnali 地区も含め

る）の居住者 
 その他貧しい地域・コミュニティ 

戦略 1. 対象グループに対して政策と構造的な調整を通して開発のプロセ
ス全体を主流化していく。 

2. 全ての意思決定のプロセスと政府の構造に対象グループの正当な
代表を確保する。 

3. 対象グループの地位向上のために政策、法律・構造的条件を改善す
る。 

4. 対象グループへのエンパワメント 
政策 1. 公共の雇用への正当なアクセスの機会を設ける。 

2. 統治と開発のプロセスに全ての階級とコミュニティの代表を参加
させる。 

3. 対象グループに彼らの地位が向上するプログラムを実施する。具体
的には対象グループの中等教育までの無料教育の実施、その際の複
数言語政策（multi-linguistics policy）の実施等が挙げられる。 

4. 教育機会や就業機会へのアクセスがある人と十分にない人との格
差を埋めるためアクセスのない人々に対して積極的差別是正措置
（positive discrimination）を行う。具体的には、政府主導の開発事
業への積極雇用、経済的・社会的安全保障・エンパワメントプログ
ラム、社会保護プログラム等の実施が挙げられる。 

期待される結果 1. 社会の主流から取り残されたグループの正当な参加を確保する。 
2. 対象グループに向けた特別なプログラムが形成される。 
3. 対象グループの社会的・経済的な地位が向上する。 
4. 対象グループの言語、文化が保護される。 
5. 対象グループの興味を基に政府の構造、政策、法律が改善される。 
6. 人種、宗教、文化、言語を基にした差別がなくなる。 

（出所）NPC（2011）‘Three Year Plan Approach Paper’ pp.170-172 

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

ネパールの 2011/12 年度の予算は、3,849 億 NPR である（図表参照）。財源の内訳は、

ネパール政府自身の財源が 2,851 億 NPR であり、外国からの援助（Grant）が 701 億 NPR、

外国からの借り入れ（loan）が 297 億万 NPR となっている。 

http://www.npc.gov.np/uploads/publications/20110901113819.pdf
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社会保障向け支出の内訳を見ると、住居・コミュニティ施設（Housing and Community 

Amenities）向けが 159 億NPR（財源内訳は政府財源が 74 億NPR、外国援助が 54 億NPR、

外国借入が 31 億NPR）、保健（Health）向けが 271 億NPR（政府財源が 174 億NPR、外

国援助が 85 億NPR、外国借入が 13 億NPR 19 ）、レクリエーション・文化・宗教

（Recreation, Culture and Religion）向けが 24 億NPR（政府財源が 20 億NPR、外国援助が

4 億NPR）、教育（Education）向けが 639 億NPR（政府財源が 487 億NPR、外国援助が

142 億NPR、外国借入が 10 億NPR）、社会保護（Social Protection）向けが 113 億NPR（政

府財源が 109 億NPR、外国援助が 3 億NPR、外国借入が 1 億NPR）となっている。 

これら社会保障向け支出の合計20は、1,206 億NPRで予算全体の 31％を占める。財源の

内訳を見ると、政府財源が 864 億NPR、外国援助が 288 億NPR、外国借入が 55 億NPRで

あり、社会保障向け支出の 24％を外国援助、5％を外国借入に依存していることになる。

また、対象分野別に見ると、外国財源（外国援助＋外国借入）への依存率が高いのは、住

居・コミュニティ施設向け（依存率 53％）、保健向け（36％）となっている。 

 

図表 18 歳出に占める社会保障向け支出（2011/2012 年） 

歳出合計 3,849 億 NPR 

社会保障向け支出合計 1,206 億 NPR 

政府財源 864 億 NPR 

（社会保障向け支出の 71.6％） 

外国援助 288 億 NPR 

（同 23.9％） 

外国借入 55 億 NPR 

（同 4.6％） 

（出所）Ministry of Finance（2012）‘Budget Details for Fiscal Year 2011-12’ 

http://www.mof.gov.np/contentFiles-Content-dW8= （2012/12/1 アクセス） 

                                                   
19 1,000 万の単位を四捨五入しているため、誤差が生じる。 
20 住居・コミュニティ施設（Housing and community amenities）、保健（Health）、レクリエーション・

文化・宗教（Recreation, culture, and religion）、教育（Education）、社会保護（Social protection）の

合計。 

http://www.mof.gov.np/contentFiles-Content-dW8
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図表 19 社会保障費に占める外国財源の割合（1,000NPR, ％, 2011/2012 年） 
  

  

  

予算 

  

  

財源 予 算 に 占

める外国財

源 の 割 合

（％） 

政府財源 外国財源 

外国援助 外国借入 

Housing and 

community amenities 

15,880,175 7,371,953 5,371,131 3,137,091 53.6  

Health 27,120,351 17,398,820 8,466,406 1,255,125 35.8  

Recreation, culture 

and religion 

2,359,963 2,009,273 350,690 0 14.9  

Education 63,918,839 48,678,778 14,241,989 998,072 23.8  

Social Protection 11,342,506 10,866,831 326,150 149,525 4.2  

（出所）Ministry of Finance（2012）Budget Details for Fiscal Year 2011-12, pp.5/8-8/8 
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図表 20 ネパール政府の予算内訳（2011/2012 年）（単位：1,000NPR） 
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（出所）Ministry of Finance （2012）‘Budget Details for Fiscal Year 2011-12’, pp.5/8-8/8 

 

(ii) 貧困層・指定集団に対する社会保障政策 

ネパールにおける社会保護プログラムは下記図表のとおりである。うち、遠隔地域への

支援策と教育政策について取り上げる。 
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図表 21 ネパールにおける社会保護プログラム 
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 20 

（出所）Koehler, G. （2011）‘Social Protection and Socioeconomic Security in Nepal’ in IDS（2011）IDS 

Working Paper, Vol. 2011 No.370 pp.10-11 

http://www.ids.ac.uk/files/dmfile/Wp370.pdf （2012/11/1 アクセス） 

 

① 遠隔地域への支援 

遠隔地域への支援策の 1 つであるカルナリ雇用プログラム（Karnali Employment 

Programme）は、2006 年に導入された雇用創出プログラムである。カルナリはネパール中

西部に位置する県で、ネパールで最も貧しい県の一つである。 

プログラムの内容は、100 日の賃金雇用を 1 家族 1 名に提供するもので、職種は単純労

働を希望する者とされている21。プログラムの対象は失業世帯であり、世帯構成員の中に常

勤職を得ている者や、政府やNGOで一時雇用にある者、またはビジネスによって収入を得

ている者がいる場合は雇用世帯とみなされ、プログラムの対象からは外れる。プログラム

の受益者は、道路建設や上水道整備、学校の施設整備といったプロジェクトに従事するこ

とで賃金を得る22。受益者が得られる賃金は多くの場合、日当 200NRとなっている。 

 

図表 22 カルナリ雇用プログラムの予算や受益者への配分状況 

 
（出所）ILO（2009）‘Appraisal of the Karnali Employment Programme as a Regional Social Protection 

Scheme’, p.5 

http://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-kathmandu/documents/publication/w

cms_154327.pdf （2012/12/10 アクセス） 

                                                   
21 ILO（2009）‘Appraisal of the Karnali Employment Programme as a Regional Social Protection Scheme’, 

p.5 
http://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-kathmandu/documents/publication/w
cms_154327.pdf（2012/12/10 アクセス） 

22 2009 年までに実施されたプロジェクトの一部については、ILO（2009） ‘Appraisal of the Karnali 
Employment Programme as a Regional Social Protection Scheme’, pp.50-61 に記載されている。 

http://www.ids.ac.uk/files/dmfile/Wp370.pdf
http://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-kathmandu/documents/publication/wcms_154327.pdf
http://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-kathmandu/documents/publication/wcms_154327.pdf
http://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-kathmandu/documents/publication/wcms_154327.pdf
http://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-kathmandu/documents/publication/wcms_154327.pdf
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2009 年に実施されたILOの調査によると、調査対象地域でプログラムへ参加希望、また

は参加経験を有する世帯はともに 9 割を超えており、同プログラムが貧困層にとって一定

の利益となっていることがうかがえる23。カーストや民族による差別も確認されていない。

受益者はプログラムで得た収入の多くを食料や非食料品の購入に充てており、農業や事業

へのインプット、または貯蓄に充てる世帯は少ない24。 

同プログラムの課題としてILOは、世帯の定義が狭く、1 世帯 1 人と限られていることか

ら大家族の所得保障には不十分であること、女性や若年層の参加が少ないこと、受益世帯

がプログラムの想定を上回った等の理由により受益者に支払われる賃金が当初計画の 6 割

程度にとどまることなどを指摘している25。 

 

② 教育政策 

なお、図表 23 はネパールにおける主な教育政策、プログラムとプロジェクトである。

2009 年にそれまで継続していたEFA国家行動計画計画（EFA National Plan of Action 

2001-2015）、コミュニティスクール支援プログラム（Community School Support 

Programme：CSSP）、教師支援プロジェクト（Teacher Education Project：TEP）を継続

させる形で、教育セクター改革計画（School Sector Reform Plan：SSRP）が策定された。

SSRPは、2009 年から 2015 年までのネパールにおける長期的教育計画であり、特に教育

サービスの質と効果の向上を目指している。SSRPは 3 カ年計画の教育政策の元となる計

画であり、ネパールの教育改革のための戦略的な枠組みを提供している26。 

図表 23 ネパールにおける主な教育政策・プログラム・プロジェクト 
年次 政策・プログラム・プロジェクト 

2001-2015  EFA国家行動計画（EFA National Plan of Action 2001-2015）27 
 
目標 
 特に最もぜい弱で不利益を被る児童を対象に、包括的な早期児童ケア

と教育の拡大と改善を達成 

 2015 年までに、特に女児、困難な環境にある児童、民族的少数派を対

象に、全ての児童の無料の義務的初等教育就学の達成 

 全ての若年層および成人の学習や技能習得プログラムに平等なアクセ

                                                   
23 ILO（2009）‘Appraisal of the Karnali Employment Programme as a Regional Social Protection Scheme’, 

pp.39-40 
24 ILO（2009）‘Appraisal of the Karnali Employment Programme as a Regional Social Protection Scheme’, 

pp.44-45 
25 ILO（2009）‘Appraisal of the Karnali Employment Programme as a Regional Social Protection Scheme’, 

pp.65-68 
26 MoE（2009）‘School Sector Reform Plan 2009-2015’ p.1 
27 詳細は MES (2003)‘Education for All National Plan of Action 2001-2015’ 

http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Nepal/Nepal_EFA_plan.pdf (2012/11/8 アクセス) 

http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Nepal/Nepal_EFA_plan.pdf
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スを確保することで、彼らの学習ニーズを満たす 

 2015 年までに、特に女性を対象に、成人識字率を 50％改善する。 

 2005 年までに、初等および二次教育におけるジェンダーの不均衡

（disparities）を解消し、2015 年までにジェンダーの平等を達成する。 

 教育の質を高め、特に識字能力、数学、必要な技能において、明らか

な学習成果を達成する。 
2002-2010 ADBによる中等教育支援プログラム（Secondary Education Support 

Programme:SESP）28 
 
目標 
 教育セクターの効率性を向上させることで、公立中等教育（secondary 

school）の質を全体的に改善する。 

 特に女児、貧困層や不利益を被る集団や地域出身の児童について、公

立二次教育へのアクセスを改善する。 

 質の高いカリキュラムや教授・学習機会（better teaching and learning）、
公正な評価（fair and relevant assessment）、教材の提供 

 政府や地方の能力構築によって、持続可能な管理・運営と教育の提供

のための教育制度の強化 
2003-2010 WBによるコミュニティスクール支援プログラム（Community School 

Support Programme: CSSP）29 
 
概要 
 コミュニティで中等学校運営が行えるよう、包括補助金（block grant）

を供与。補助金は中等学校運営の実績に基づき供与され、その他、小

学校のアクセスや進学率の改善、革新的な教育（バイリンガル教育や

女性や障がい者の教師の雇用促進）についても、実績に基づく補助金

が供与される。 

 貧困世帯の就学していない児童（out-of-school-children）への奨学金供

与。 

 学校運営支援を専門とする NGO や支援機関を通じて、コミュニティの

能力構築を支援 

 プロジェクト調整におけるモニタリングや評価システムの構築支援 

                                                   
28 詳細は ADB（2011） ‘Completion Report: Nepal: Secondary Education School Project’, p.1 

http://www2.adb.org/documents/pcrs/nep/34022-013-nep-pcr.pdf (2012/11/8 アクセス)参照。 
29 詳細は WB ウェブサイト

http://www.worldbank.org/projects/P082646/community-school-support-project?lang=en 参照。・ 

http://www2.adb.org/documents/pcrs/nep/34022-013-nep-pcr.pdf
http://www.worldbank.org/projects/P082646/community-school-support-project?lang=en
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2001-2010 ADBによる教育者教育プロジェクト（Teacher Education Project: TEP）30 
 
概要 
 初等教育の教師を効果的かつ持続的に教育するための制度構築支援。 

 初等教育における教育の質が低いことがネパールの課題であることか

ら、教師訓練制度を構築することで教師訓練の質と補足率（coverage）
を向上させ、教育の質を高めることが目的。 

 2011 年の ADB の報告書は、本プロジェクトにより、退学率や留年率

（repetition rate）の減少、基礎的な教育訓練を受けた教師の増加等の

成果が出たとして、本プロジェクトは成功した（successful）と評価。 
2009-2015 教育セクター改革計画（School Sector Reform Plan：SSRP） 
2010-2013 3 カ年計画にて教育政策を言及。 
（出所）MoE（2009）‘School Sector Reform Plan 2009-2015’ p.1 

http://www.moe.gov.np/attachments/article/32/SSRP%20English.pdf（2012/11/8 アクセス） 

 

2. 政府による指定貧困地域･集団 
上述の通り政府は 3 カ年計画にて、「貧困線以下で生活する人々」の生活水準を向上さ

せること、「宗教・民族・身体・ジェンダー・地域・言語等による差別なく」全ての人々

が平等に機会を得られることを長期ビジョンとして明記している。特に貧困にぜい弱な対

象として以下の 6 グループを挙げ、社会保障プログラムの対象としている31。 

 女性 

 ダリット（Dalits） 

 先住民族 

 ローカースト 

 障がい者 

 遠隔丘陵部（Remote Hilly）やヒマラヤ地区（カルナリ地区も含める）の居住者32 

なお、図表 24 はネパール地域別貧困率を表している。ネパールでは都市部と農村部に

おける地域格差が大きく、カトマンズ都市部（Urban-Kathmandu）や丘陵部都市部（Urban 

Hill）では貧困状況は穏やかであるのに対し、丘陵部農村部（Rural Hills）と平野部農村部

（Rural Terai）地域では貧困は深刻である。 

 

                                                   
30 ADB（2011）‘Completion Report: Nepal Teacher Education Project’ 

http://www2.adb.org/Documents/PCRs/NEP/32236-013-nep-pcr.pdf (2012/11/8 アクセス) 
31 NPC （2011）‘Three Year Plan Approach Paper ’ pp.18-20 
32 NPC （2011）‘Three Year Plan Approach Paper’ pp.170-172 

http://www.moe.gov.np/attachments/article/32/SSRP%20English.pdf
http://www2.adb.org/Documents/PCRs/NEP/32236-013-nep-pcr.pdf


 

 24 

図表 24 貧困率・貧困ギャップ率・二乗貧困ギャップ率（2010/2011 年）（再掲） 

 

（出所）CBS（2011） ‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pd

f （2012/11/13 アクセス） 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
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III. 所得貧困による分析 

1. 貧困線とデータ 
 NLSS IIIでは貧困の測定方法は従来と変わらず、CBN法（Cost of Basic Needs Approach）

を採用している。CBN法により、ネパールの国別貧困線は個人のベーシックニーズを満た

すために必要とされる食料と非食料にかかる費用の合計を地域の貨幣価値に換算すること

で算出される。なお、2010-11 年のNLSS IIIではベーシックニーズバスケットの内容が変更

されている33。 

 1 日に一人が摂取する必要なカロリーは、年齢、性別によって異なる（図表 25 参照）。

これを基に一人当たりの 1 日に必要とされる摂取カロリーをこれまでの 2,124kcalから

2,220kcalに引き上げた。このカロリーを摂取するのに必要な食料に要する費用が食料貧困

線（Food poverty line）として算出される。必要摂取カロリーを引き上げた理由は、NLSS I

が実施された 1995/96 年に比べてネパールにおける食生活と食料消費が大幅に変化したこ

とによるもので、特に、貧困層の果物、肉、魚、卵、米の消費が過去 15年間で大幅に増加

している34。 

図表 25 必要とされる 1 日の摂取カロリー（年齢別、性別別） 

 

（出所）CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pd

f （2012/11/13 アクセス） 

                                                   
33 CBS（2011） ‘Poverty in Nepal 2010/11’  

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pd
f （2012/11/13 アクセス） 

34 CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
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非食料貧困線（non-food poverty line）は、食料以外で個人のベーシックニーズを満たす

ために必要とされる費用によって算出される。しかし、非食料貧困線は食料貧困線の基準

となる摂取カロリーのように客観的な指標がないため、NLSS IIIではNLSS Iと同様に、国

際基準の食料貧困線に近い食料消費をしている家庭は、非食料ニーズを満たす最低の消費

をしていると判断しこれを非食料貧困線としている。実際に、非食料所要量 （non food 

allowance）は食料貧困線に近い家庭の非食料消費を考慮して算出されている35。このよう

にして測定される食料線と非食料線の合計によってネパールの国別貧困線が算出される。 

図表 26 は上記の方法で算出された貧困線を表している。ネパール全体では貧困線は

19,261 ネパールルピー（以下、NPR）であり、そのうち、食料貧困線は 11,929NPR、非食

料貧困線は 7,332NPRとなっている36。 

図表 26 2010/11 年の貧困線 

 
（出所）CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pd

f （2012/11/13 アクセス） 

 

2. 貧困状況 - 貧困率、貧困ギャップ率、GINI 分析 

 NLSS-IIIでは、III-1 で示した貧困線を基に 1 年間で消費が 19,261NPR以下の人が貧困下

                                                   
35 CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 
36 CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
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に置かれていると定義している。2010/11 年の貧困率は 25.16％となっている。図表 27 は

貧困率と貧困ギャップ率を地域別に表したものである。最も貧困率が低いのは丘陵部都市

部（Urban-Hill）で 8.72％であり、貧困ギャップ率も 1.75 と最も低かった。対して、都市

部の中で最も貧困率が高かったのは平野部都市部（Urban-Terai）で 22.04％であった。丘陵

部農村部（Rural Hill）を見ると、貧困率が最も低いのは東部で 15.93％、他方、最も貧困率

が高いのは中西部・極西部（Mid and Far Western）で 36.83％であった。また、平野部農

村部（Rural Terai）では最も貧困率が高い地域は中・極西部で 31.09％、最も低いのは

20.97％の東部であった37。全体として、貧困率は都市部より農村部の方が高く、地理的に

は山岳部、地域的には極西部の貧困率が高くなっている。 

図表 27 地域別に見る貧困率 

 
（出所）CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pd

f （2012/11/13 アクセス） 

 

また、図表 28 は 1995/96 年から 2010/11 年の貧困線以下で生活する人口の推移を表し

ている。1995/96 年は 41.8％であったが、2004/05 年には 30.8％、2010/11 年には 25.2％

                                                   
37 CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
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まで改善している。なお、1995/96 年の貧困線を採用すると、2010/11 年の貧困率約 10％

となり、過去 15 年間で 30％改善したことになる38。 

図表 28 貧困率の推移 

 

（出所）CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pd

f （2012/11/13 アクセス） 

 

 図表 29 は 1995/96 年から 2010/11 年のジニ係数の推移を表している。1995/96 年から

2004/05 年にかけて悪化したものの、2004/05 年から 2010/11 年には改善している。 

                                                   
38 CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
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図表 29 ジニ係数の推移（1995-2010 年） 

 
（出所）WB （2012）‘Poverty and Equity: Country Dashboard: Nepal’ 

http://povertydata.worldbank.org/poverty/country/NPL（2012/11/1 アクセス） 

http://povertydata.worldbank.org/poverty/country/NPL


 

 30 

IV. 所得貧困以外による分析 

1. 人間開発指標のトレンド、地域･国際比較 

ネパールにおける 2011 年のHDIは 0.458 であり、これはHDIを測定している 187 の国と

地域の中で 157 位であり、低HDIグループに位置している。1980 年から 2011 年にHDIは

0.242 から 0.458 まで改善している（図表 30 参照）。この約 30 年の間に平均寿命は 20.6

歳長くなり、平均就学年は 2.6年、期待される就学期間は 3.2年伸びた。また、一人当たり

GNIは、1980 年から 2011 年の間に 98.0％増加した（図表 31 参照）39。 

図表 30 ネパールにおける HDI 推移（1980-2011 年） 

 
（出所）UNDP （2011） ‘Nepal: HDI values and rank changes in the 2011 Human Development Report’ p.2 

http://hdrstats.undp.org/images/explanations/NPL.pdf （2012/11/1 アクセス） 

 

図表 31 ネパールにおける HDI の動向（1980-2011 年） 

 
（出所）UNDP （2011） ‘Nepal: HDI values and rank changes in the 2011 Human Development Report’ p.2 

 

このように、ネパールのHDIは大幅に改善しているものの、南アジアの平均値である 0.548

                                                   
39 UNDP （2011） ‘Nepal: HDI values and rank changes in the 2011 Human Development Report’ p.2 

http://hdrstats.undp.org/images/explanations/NPL.pdf （2012/11/1 アクセス） 

http://hdrstats.undp.org/images/explanations/NPL.pdf
http://hdrstats.undp.org/images/explanations/NPL.pdf
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だけでなく、低HDIグループの平均平値である 0.456 も下回っている（図表 32 参照）。な

お、南アジアにおいてHDIの数値がネパールに近い国は、アフガニスタン（0.398、第 172

位）及びバングラデシュ（0.500、第 146 位）である40。 

図表 32 ネパールとその他地域の HDI の推移比較 1980-2011 年（再掲） 

 
（出所）UNDP ウェブサイト http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/NPL.html （2012/10/04 アクセ

ス） 

 

                                                   
40 UNDP （2011） ‘Nepal: HDI values and rank changes in the 2011 Human Development Report’ p.3 

http://hdrstats.undp.org/en/countries/profiles/NPL.html
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図表 33 低 HDI グループのランキング 

 

 
（出所）UNDP（2011） ‘Human Development Report 2011 Sustainability and Equity: A Better Future for All’ 

pp.133 http://hdr.undp.org/en/media/HDR_2011_EN_Complete.pdf（2012/10/15 アクセス） 

 

http://hdr.undp.org/en/media/HDR_2011_EN_Complete.pdf
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2. MDGs 達成状況（1990 年、2010 年と目標値の比較） 
ネパールは、MDGsの達成状況は概ね良好である。しかし、ネパールには民族、社会的・

経済的背景、地理、ジェンダー等による格差が存在しており、こうした格差の解消が貧困

削減のための課題となっている。また、完全雇用の実現と気候変動への対応は達成が困難

と見込まれている（図表 35 参照）41。以下、MDGsの各目標の達成状況について概要を説

明する。 

図表 34 ネパールにおける MDGs の達成状況（再掲） 

 

（出所）UNDP （2010）‘Millennium Development Goals Needs Assessment for Nepal’, p.2 

http://www.undp.org.np/uploads/publication/MDG%20NA%20Final_20110829101757.pdf（2012/10/10 ア

クセス） 

 

                                                   
41 UNDP （2010） ‘Nepal Millennium Development Goals Progress Report 2010’, p.6 

http://www.undp.org.np/uploads/publication/MDG%20NA%20Final_20110829101757.pdf (2012/10/10 ア

クセス) 

http://www.undp.org.np/uploads/publication/MDG%20NA%20Final_20110829101757.pdf
http://www.undp.org.np/uploads/publication/MDG%20NA%20Final_20110829101757.pdf
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図表 35 ネパールにおける MDGs の達成見込み 

 
（出所）UNDP （2010）‘Nepal Millennium Development Goals Progress Report 2010’,p.8 

http://www.undp.org.np/pdf/MDG-Layout-Final.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

極度の貧困と飢餓の撲滅 
上述の通り（38 頁）、2004/5 年から 2010/11 年にかけて貧困線以下で暮らす人口の割合

は、30.8％から 25.2％と約 5％減少している。また、慢性的・一時的な食糧安全保障状況も

改善されている。しかし、一部の食糧生産の減少や、一部の地域で見られる慢性的な飢餓

は依然として問題である。また、雇用については、不完全雇用率は減少した一方で失業率

は増加している。農村部経済の中心となる送金は堅調に推移していたが、世界金融危機の

影響によって送金の伸び率は減少した。また、2008 年から 2010 年にかけて、マクロ経済

http://www.undp.org.np/pdf/MDG-Layout-Final.pdf
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指標は悪化している42。 

普遍的な初等教育の達成 
普遍的な初等教育については達成可能と見込まれており、純就学率はすでに目標を達成

している。また、15-24 歳の人々の識字率 100％も達成が見込まれている。しかし、グレー

ド 5 以上に進学する生徒の割合を増加させる必要がある。 

ジェンダーの平等の推進と女性の地位向上 
教育におけるジェンダーの平等は過去 5 年間で劇的に向上し、初等教育就学におけるジ

ェンダーの平等はすでに達成されている。また、中等教育におけるジェンダーの平等も達

成する見込みである。このように就学率は上昇している者の、教育の質と成果については

課題がある。他方、女性の社会参加は向上している。移民労働、治安部隊、教員を含む正

規労働は増加し、女性の政治参加は過去 3 年で大幅に増加した。 

乳児死亡率の引き下げと妊産婦の健康状態改善 
5 歳以下の乳幼児死亡率はここ数年で大幅に改善し、2015 年までの目標の達成が見込ま

れている。また、妊産婦の死亡率も同様に大幅な改善している。しかし、都市部と農村部

の格差やその他の地域格差は未だ深刻である。 

HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延防止 
HIV/エイズ、その他の疾病の蔓延防止は 2015 年までの達成が見込まれているが、更なる

コミットメントと努力が必要とされる。 

環境の持続可能性の確保 
環境の持続可能性については十分な成果をあげておらず、目標達成には更なる努力が必

要とされている。ネパールは温室効果ガスの削減率が低く、気候変動による影響に対して

ぜい弱である。生物多様性の喪失を防ぐためには、コミュニティを基礎とした森林と生物

多様性の保護及び持続可能な利用が必要不可欠である。環境の持続可能性と同様に、飲料

水と衛生の向上の目標達成には更なるコミットメントが必要である。また、改善された衛

生施設（トイレ）へのアクセスには農村部と都市部との間に大きな格差がある。 

エネルギーの生産と使用は大きな課題であり、ネパールでは家庭における調理には薪が

未だに主要エネルギー源として利用されている。半数をやや上回る程度の家庭のみが電灯

のめの電気へのアクセスが可能で、残りの家庭はガス、石油、灯油等に依存している。水

力発電、太陽光発電、バイオガスといった代替エネルギーに高いポテンシャルがあるもの

の、総じて、持続可能エネルギーの供給は効果的に行われていない。 

 

                                                   
42 以下、MDGs の達成見込みについては、次を参照。UNDP （2010） ‘Nepal Millennium Development 

Goals Progress Report 2010’,pp.6-7 
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3. 食料安全保障、ぜい弱性分析 
ネパールは、国土の大半を山岳部と丘陵部で占められているため、小規模農業に頼らざ

るを得ず、需要を満たすだけの食料を生産できずにいる。農地は拡大しているものの一人

当たりの所有農地は土地分割のため減少している43。 

1997/98 年から 2008/09 年における食料生産は停滞・減少傾向にあり、丘陵部や山岳部の

多くで食糧不足が報告されている。タライ（Tarai）地方では余剰作物が生産されているも

のの、生産量はモンスーンに大きく左右される。モンスーンによる降雨量が変化すると、

タライ地方だけではなく、ネパール全土の食料生産に悪影響を及ぶ。例えば、1997/98 年、

1998/99 年、1999/00 年、2006/07 年、2008/09 年はモンスーンの影響により食料不足が発

生した（図表 36 参照）。さらに、山岳部における道路整備が不十分なため、タライ地方で

生産された余剰作物を山岳部へ輸送するのが困難となっている。そのため、ネパールにお

いては特に丘陵部と山岳部への食料安全保障が確保されていない44。 

図表 36 全国・地域別食料需給量の推移（1997-98 年-2008-09 年） 

 
（出所）NPC （2011）‘Climate Resilient Planning: A Tool for Long-term Adaptation’ p. 13 

http://www.npc.gov.np/new/uploadedFiles/allFiles/climate_resilent_planning.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

また、気候変動は農業にも影響を与えると考えられており、気候変動によって作物の質

と量が減少することが懸念されている。旱魃や降雨量の減少は、土壌の乾燥や灌漑に必要

な水の不足をもたらす。また、降雨量が増加すると、土壌の侵食等の問題がもたらされ、

平野や谷部で洪水や浸水といった問題が起こると予測される。加えて、雑草の増加、病気

やペストの拡大、外来種の増加といった問題も懸念されている45。 

                                                   
43 NPC（2011）‘Climate Resilient Planning: A Tool for Long-term Adaptation’ p. 13 

http://www.npc.gov.np/new/uploadedFiles/allFiles/climate_resilent_planning.pdf（2012/11/1 アクセス） 
44 NPC（2011）‘Climate Resilient Planning: A Tool for Long-term Adaptation’ p. 13 
45 NPC（2011）‘Climate Resilient Planning: A Tool for Long-term Adaptation’ p. 14 

http://www.npc.gov.np/new/uploadedFiles/allFiles/climate_resilent_planning.pdf
http://www.npc.gov.np/new/uploadedFiles/allFiles/climate_resilent_planning.pdf
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不十分な食料供給は飢餓につながる。図表 37 は、MDG1 の指標である飢餓に係る指標

（6-59 か月の乳幼児の低体重の割合、最低消費エネルギー以下の人口の割合、6-59 か月の

乳幼児の発育不良の割合）の達成状況を表している。これによると、2010 年時点で 46.8％

の乳幼児が栄養不足による発育不良であり、36.4％の乳幼児が低体重であった。また、人口

の 36.1％が最低消費カロリー以下のカロリー摂取にとどまっていた46。 

図表 37 MDG1 飢餓の指標の達成状況（2010 年） 

 
（出所）UNDP （2010）‘Millennium Development Goals Needs Assessment for Nepal’, p.9 

http://www.undp.org.np/uploads/publication/MDG%20NA%20Final_20110829101757.pdf（2012/10/10 ア

クセス） 

 

                                                   
46 UNDP（2010）‘Millennium Development Goals Needs Assessment for Nepal’, pp.8-9なお、このままの状態

が続くと、2015 年までに発育不良の乳幼児の割合を 30％に削減するというターゲットの達成は困難と予測され

ている。 

http://www.undp.org.np/uploads/publication/MDG%20NA%20Final_20110829101757.pdf
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V. 社会的属性、特性と貧困関連分析 

1. 社会的被排除グループと貧困指標の関わり 

(1) ジェンダーと貧困 
図表 38 は世帯主の性別別の貧困率を表している。これによると、男性の 26-45 歳を世

帯主とする家庭の貧困率が最も高く 27.30％であった。一方で、女性を世帯主とする家庭

の貧困率は 23.69％と男性を世帯主とする家庭の貧困率よりもわずかに低かった47。 

単身者の女性のうち、高齢者の寡婦に対しては社会扶助制度として社会保障プログラム

（Social Protection Program）があり、一定額の給付金を受け取ることができる48。このプ

ログラムは 1994/1995 年に導入され、障がい者、60 歳以上の寡婦、満 75 歳以上の高齢者

が対象となる49。2009 年 8 月以降は月に 500 ルピーが支給されている。2010/2011 年には、

政府は同プログラムに 76 億NPRを支出している。 

 

図表 38 世帯主の性別別貧困率 

 
（出所）CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pd

f （2012/11/13 アクセス） 

                                                   
47 CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 
48 National Planning Commission（2012）‘Assessment of Social Security Allowance Program in Nepal’, p.2. 

http://www.npc.gov.np/new/uploadedFiles/allFiles/SSAP_Detail_Book.pdf（2013/2/25 アクセス）. 
49 支給対象は徐々に拡大し、70歳以上の高齢者、60歳以上のダリット、カルナリ地区に居住する60歳以

上の高齢者となった。 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
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図表 39 男女別に見る教育水準の推移（1995/96 年-2010/11 年） 

 

（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume One’ p.84 

http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-132948943

7402/Statistical_Report_Vol1.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

図表 40 はMDG3 のジェンダーの平等の推進に係る指標の達成状況を表している。総じ

て、ジェンダーによる差別の削減と女性の参加の促進は大きな前進が見られ、女性の識字

と教育へのアクセスも改善されている。また、ジェンダーを考慮した政策と国家行動計画

は女性の政治・経済・社会的参加を促進し、ジェンダーによる暴力も減少した。ジェンダ

ー・エンパワメント指標（Gender Empowerment Measurement：GEM）は、2001 年の

0.391から 2006年の 0.496へと大きく改善された。しかし、地域別の格差が大きく、GEM

も都市部（0.527）の方が農村部（0.474）よりもかなり高くなっている50。 

                                                   
50 UNDP （2010）‘Millennium Development Goals Needs Assessment for Nepal’, p.29 

http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-1329489437402/Statistical_Report_Vol1.pdf
http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-1329489437402/Statistical_Report_Vol1.pdf
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図表 40 MDG3 ジェンダーの平等推進に係る指標の達成状況（2010 年） 

 

（出所）UNDP （2010）‘Millennium Development Goals Needs Assessment for Nepal’, p.29 

http://www.undp.org.np/uploads/publication/MDG%20NA%20Final_20110829101757.pdf（2012/10/10 ア

クセス） 

 

15 歳以上の女性の大多数（67.7％）が依然として自営農業に従事している。非農業セク

ターにおける女性の賃金雇用率は 5.7％であり、男性の 20.9％と比較すると大幅に低くな

っている（図表 41 参照）。また、農業、非農業セクターのいずれにおいても男女の所得の

格差は大きく、農業セクターに従事する男性の平均日収は 201NPR、女性は 147NPR であ

った。また、非農業セクターに従事する男性の平均日収は 286NPR、女性は 189NPR であ

った（図表 42 参照）。 

 

図表 41 主なセクターへの就業率 

 

 

（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.56 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

http://www.undp.org.np/uploads/publication/MDG%20NA%20Final_20110829101757.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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図表 42 セクター別に見る男女の平均日収 

 

 
（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.67 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

(2) 乳幼児・妊産婦と貧困 
乳幼児は、貧困下において最もぜい弱なグループのひとつである。図表 43 は 1991 年か

ら 2011 年の 5 歳未満の新生児、0 歳児、乳幼児、子どもの死亡率の推移を表している。こ

れによると、新生児を除く全ての年齢の子どもの死亡率が減少している。新生児の死亡率

は 2006 年までは減少傾向をたどったが、2011 年は 2006 年から改善が見られず、1,000 人

の新生児に対して 33 人であった。0 歳児の死亡率は、2001 年の 1,000 人中 29 人に対して

13人に、また乳幼児の死亡率は 2001年には 79人であったが 2011 年には 46人と大幅な減

少が見られた51。 

 

図表 43 子どもの死亡率の推移（1996 年-2011 年） 

 
・ （出所）DHS（2011）‘Nepal Demographic and Health Survey 2011’ p.114 

http://www.measuredhs.com/pubs/pdf/FR257/FR257[13April2012].pdf （2012/11/1 アクセス） 

                                                   
51 DHS（2011）‘Nepal Demographic and Health Survey 2011 Primary Report’ p.18 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
http://www.measuredhs.com/pubs/pdf/FR257/FR257%5b13April2012%5d.pdf
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図表 44 は、12 か月から 24 か月の子どもの予防接種の接種率について、地域別五分階層

別にまとめている。これによると、ネパール全体で完全に予防接種を受けた子どもの割合

は 64.1％、一部を接種した子どもの割合は 33.1％、全く接種していない子どもは 2.8％で

あった。また、接種率に関して男女差はほとんど見られなかった一方で、地域格差が見ら

れ、完全に接種している子どもの割合が高いのは都市部であり農村部の 62.8％を 10 ポイン

ト近く上回る 71.8％であった。対して、一部を接種している子どもの割合は都市部 26.4％、

農村部 34.2％と農村部のほうが高かった。また、地域別の接種率を見てみると、完全に予

防接種を受けている子供の割合が最も高かった地域は、その他丘陵部の都市部

（Urban-Other Hills）で 80.6％であった。一方で、最も割合が低かったのは平野部農村部

（Rural-Tarai Central）であった。また、五分階層別にみると、貧しい階層ほど接種率が低

下しており、最富裕層の完全に予防接種を受けた割合が 71.7％であったのに対し、最貧困

層は 59.5％であった。 

 

図表 44 12 か月から 24 か月の子どもの予防接種の接種率 

 

 
（出所） CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume One’ p.111 

http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-132948943

7402/Statistical_Report_Vol1.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

図表 45 は 1984 年から 2010 年の妊産婦の死亡率（Total Fertility Rate）の推移を表して

いる。これによると 1984 年から 1986 年の死亡率は 1,000 人の出産に対して 5.1 人の妊産

婦が命を落としていたのに対し、2008 年から 2010 年には 2.6 人と半減に成功している。 

http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-1329489437402/Statistical_Report_Vol1.pdf
http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-1329489437402/Statistical_Report_Vol1.pdf
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図表 45 妊産婦の死亡率の推移（1984-2010 年） 

 
（出所）DHS（2011） ‘Nepal Demographic and Health Survey 2011 Primary Report’ p.10 

http://www.measuredhs.com/pubs/pdf/PR11/PR11.pdf （2012/11/1 アクセス） 

 

 図表 46 は年齢別・地域別に見た妊産婦の死亡率を表している。年齢別に見ると最も死

亡率の高いのは 20-24歳のグループであり、1,000 人の出産に対して 187人、次いで 25-29

歳のグループが 127 人であった。一方、地域別で見ると、全てのグループにおいて都市部

よりも農村部のほうが死亡率が高くなっている。20-24 歳の死亡率は都市部で 135 人、農

村部で 197 人、また 25-29 歳の死亡率は都市部で 82 人、農村部で 134 人であった。 

http://www.measuredhs.com/pubs/pdf/PR11/PR11.pdf
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図表 46 妊産婦の死亡率 

 
（出所）DHS（2011） ‘Nepal Demographic and Health Survey 2011’ p.76 

http://www.measuredhs.com/pubs/pdf/FR257/FR257[13April2012].pdf （2012/11/1 アクセス） 

 

また、図表 47 は出産時に利用する施設とサービスを表している。これによると、ネパ

ール全体では、自宅での出産が最も多く 67.1％、次いで病院・私立病院が 25.9％、プライ

マリーヘルス施設（primary health facility）が 5.7％であった。また、出産を補助したのは、

家族・近所の人が最も多く 58.1％、次いで医療従事者が 32.9％、伝統的な助産師が 7.3％

であった。地域別に見ると、農村部では自宅での出産の割合が最も高く 73.8％であるのに

対し、都市部では病院・私立病院での出産が最も高く 69.5％であった。また、出産時の補

助は、農村部では家族・近所の人からのサポートの割合が最も高く 63.4％、一方で都市部

では医療従事者が最も高く 66.2％であった。五分階層別に見ると、貧困層になるほど、自

宅での出産の割合が高くなり、また富裕層になるほど、病院での出産の割合が高い。また、

出産時のサポートは、貧困層になるほど、家族・近所の人の割合が高く、富裕層になるほ

ど、医療従事者によるサポートの割合が高くなった。 

http://www.measuredhs.com/pubs/pdf/FR257/FR257%5b13April2012%5d.pdf
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図表 47 出産時に利用する施設とサービス 

 

 

（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume One’ p.128 

http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-132948943

7402/Statistical_Report_Vol1.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

 

(3) その他社会的非排除グループと貧困 
その他、民族・カースト・宗教を背景とした貧困と格差がネパールでは深刻な問題とな

っている。これについては、国特有事項として VI.2(1)にて詳述する。 

 

http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-1329489437402/Statistical_Report_Vol1.pdf
http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-1329489437402/Statistical_Report_Vol1.pdf
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2. その他の要因と貧困との関わり 

(1) 雇用・就労分野と貧困 
図表 48 は世帯主の職業とその家庭の貧困率を表している。これによると、最も貧困率

の高いのは農業賃金労働者を世帯主とする家庭であり、貧困率は 47.03％であった。一方

で最も貧困率の低いのは非農業賃金労働者を世帯主とする家庭で、5.55％であった。また、

ネパールの人口の約半数は自営農業従事者であり、貧困率は 27.23％となっている。自営

農業従事者は農業賃金労働者の貧困率よりは低く、その他の賃金労働者や失業者と同水準

の貧困率であった52。 

図表 48 貧困と世帯主の職業 

 
（出所）CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pd

f （2012/11/13 アクセス） 

 

図表 49 は 1995/96 年から 2010/11 年のネパールにおける雇用状況を表している。

2010/11 年の就業率（10 歳以上の男女を対象）は約 78％であり、約 2％が失業中であり約

20％は労働参加をしていなかった 53。都市部と農村部のLFPRを比較すると、都市部は

66.7％で、農村部の 83.5％より 15％以上低くなっている。失業率が最も高いのは、15-24

歳の人々であり 3.6％であり、若者向けの雇用創出が課題となっている54。 

                                                   
52 CBS（2011）‘Poverty in Nepal 2010/11’ 
53 労働参加率は、生産年齢人口に占める労働人口の割合を指す。働く意思を持つ就業者と失業者の合計が

労働人口。働く意思や能力を持たない（労働参加をしていない）者が非労働力人口になる。 
54 CBS（2011）‘Nepal Living Standard Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ pp.50-51 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf
http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/Surveys/CBS%20view%20on%20poverty%20in%20Nepal.pdf


 

 47 

図表 49 ネパールの雇用状況の推移 1995/96 年-2010/11 年 

 
（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.52 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

賃金労働について見ると、過去 15年間で、農業賃金労働者数は減少し、非農業セクター

に従事する賃金労働者は増加している。2010/11 年の農業賃金労働者の割合は 35％、非農

業セクターに従事する労働者数の割合は 65％であった。また、賃金労働に従事する男性の

76.4％、女性は 44.8％が非農業セクターに従事していた。非農業セクターへの就業は都市

部で顕著であり、農村部では賃金労働者の約 59％が非農業セクターに従事していたのに対

し、都市部では約 90％の賃金労働者が非農業セクターに従事している。特にカトマンズ都

市丘陵部はこの割合が特に高く 99.5％の賃金労働者が非農業セクターに従事している。ま

た、消費グループ別に見ると、豊かになればなるほど、非農業セクターへの賃金労働の割

合が増加する傾向が見られた55。 

非農業賃金セクターをさらに細かく見ると、建設業が 37％、サービス業（personal 

service）が 25％、製造業が 17％であった。次いで運輸業が 8.2％、貿易が 6.2％であった。

                                                   
55 CBS（2011） ‘Nepal Living Standard Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.60 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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ジェンダー別に見ると、男性が最も多く従事しているのは建設業で男性全体の 40％、女性

が最も従事しているのは個人サービスで女性全体の 42.4％であった。また地域別に見ると、

農村部では建築業が、都市部では個人サービスが賃金労働における主要セクターであった。

消費グループ別に見ると、最貧困層は 61％が建設業に従事しているのに対し、最富裕層で

は、45.3％がサービス業に従事していた56。 

 

図表 50 ネパールの賃金労働に係る統計 1995/96 年-2010/11 年 

 
（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.62 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

賃金支払い方法については、非農業従事者への支払いは約半数の 49.1％が日払いである

のに対し、農業賃金労働者は大半の約 97％は日払いであった。その平均賃金は農業が

170NPR（現金 117NPR、現物支給 65NPR）、非農業が 263NPR（現金 219NPR、現物支

給 91NPR）であった。ジェンダー別に見ると、農業、非農業セクターとも男性（農業：

201NPR、非農業：286NPR）の平均賃金の方が女性（農業：147NPR、非農業：189NPR）

よりも高くなっている57。図表 51 は、非農業自営業に係る統計を表している。 

 

                                                   
56 CBS（2011） ‘Nepal Living Standard Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.61, 65 
57 CBS（2011） ‘Nepal Living Standard Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.61 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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図表 51 ネパールの非農業自営業に係る統計 1995/96 年-2010/11 年 

 
（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.71 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

(2) 出稼ぎ労働と貧困 
出稼ぎはネパールの家庭において重要な収入源のひとつとなっている。ネパールの全世

帯に占める送金58を受け取った世帯の割合は、1995/96 年の 23.2％から 2010/11 年には

55.8％とほぼ倍増している。また、2010/2011 年のネパールの世帯所得に占める送金の割

合は 30.9％であった。送金による家庭の平均収入（名目）は 80,436NPRであり、一人当た

り送金収入は 9,254NPRであった（図表 53 参照）。また送金源を見てみると 58％がネパ

ール国内からの送金であり、海外からの送金はインドからが最も多く 18.6％、次いでカタ

ールからが 6.7％、サウジアラビアからが 4.5％、マレーシアからが 4.4％であった。

2010/11 年のネパールの総送金額（名目）は 2,590 億NPRであった。この内、約 20％が国

内からの送金、湾岸諸国（サウジアラビア 9.9％、カタール 16.0％）からが約 26％、イン

ドからが 11％、マレーシアからが 8％となっている。このように、送金源は国内が半分以

上を占めているが、送金額では海外からが約 8 割を占めている（図表 54 参照）。 

                                                   
58 ここでは送金は「調査時から過去 12 か月以内に家庭が受け取った現金若しくは現物」を指す。 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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図表 52 送金額に係る統計 1995/96 年-2010/11 年（再掲） 

 

（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.80 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

図表 53 一人当たりの所得と送金額の推移 1995-96 年-2010-11 年 
（単位：NPR） 

 

（出所）NPC（2012）‘Nepal Status Paper: United Nation Conference on Sustainable Development 2012

（Rio + 20 Synopsis）’ p.20 http://www.npc.gov.np/uploads/publications/2012021312345.pdf （2012/11/1

アクセス） 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
http://www.npc.gov.np/uploads/publications/2012021312345.pdf
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図表 54 送金源と送金数、送金額 

 
（出所）CBS（2011） ‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.83 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

図表 53 は送金者の性別・年齢・滞在先の分布を表している。これによると、送金者の

年齢は、15-29 歳と 30-44 歳、45-59 歳の 3 グループが大多数を占めている。例えば、海外

からの送金額が最も多いインドに滞在している送金者の割合は 15-29 歳のグループが一番

高く 37.5％、次いで 30-44 歳が 35.9％、45-59 歳が 17.7％であった。これは国内からの送

金においても、また男女別に見ても同様の傾向が見られた。 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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図表 55 送金者の性別・年齢・滞在先の分布 

 
（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.85 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

図表 56 は 2006/07 年から 2010/11 年の移民労働者の推移を表している。2008/09 年に世

界金融危機の影響を受け一時減少したものの概ね増加傾向にあり、2010/11 年には約 35

万人まで増加している。 

 。 

図表 56 ネパールの移民労働者数推移（2006/07 年-2010/11 年）単位：人 

 
（出所）NIDS （2011）‘Nepal Migration Year Book 2011’ p.10 

http://www.sasnet.lu.se/sites/default/files/pdf/migration_year_book_2068.indd.pdf （2012/12/26 アクセ

ス）  

 

図表 57 は 2010 年の移民労働者の移住先と人数を表している59。これによると、男性が

                                                   
59 ここでの移民労働者は、人材派遣会社等の組織を通して派遣された労働者のみを測定しており、インフ

ォーマル移民労働者などは対象となっていない。 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
http://www.sasnet.lu.se/sites/default/files/pdf/migration_year_book_2068.indd.pdf%20(2012
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26 万 6,957 人、女性の 2,499 人が国外へ労働者として移住した。その中で最も移民労働者

数の多いのはマレーシアで 14 万 6,938 人であった。湾岸諸国への移民労働者数も多くサウ

ジアラビア4万6,047人、カタール2万6,993人、UAE 2万1,346人、バーレーン1万6,673

人であった。なおインドはネパール人労働者の最大の移住先と考えられるが、ネパール・

インド間ではビザや就労許可システムがないため、人数を把握することができない。正確

な人数を把握することはできないが、インドには 200～300 万人のネパール移民労働者が

いると推定されている60。 

 

図表 57 労働者の移住先（2010 年）（単位：人） 

 

（出所）NIDS （2011）‘Nepal Migration Year Book 2011’ p.13 

http://www.sasnet.lu.se/sites/default/files/pdf/migration_year_book_2068.indd.pdf （2012/12/26 アクセ

ス） 

 

 図表 58 は、極西部と中西部における移民労働の形態と目的地を示している。移民労

働は季節的移民労働、一時的移民労働、永続的移民労働の 3 つに分けられ、形態により

移民労働者の目的地も異なってくる。 

                                                   
60 NIDS （2011）‘Nepal Migration Year Book 2011’ pp.12-15 

http://www.sasnet.lu.se/sites/default/files/pdf/migration_year_book_2068.indd.pdf （2012/12/26 アクセ

ス） 

http://www.sasnet.lu.se/sites/default/files/pdf/migration_year_book_2068.indd.pdf%20(2012
http://www.sasnet.lu.se/sites/default/files/pdf/migration_year_book_2068.indd.pdf%20(2012
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 季節的移民労働は、6-8 カ月の移民労働で、移民労働者の 95％を占めている。目的地

はネパールの平野部やインドの丘陵・山岳地域の都市であり、多くは日雇労働に従事し

ているが、毛製品やカーペット等を売るためにインドに行く移民労働者もいる61。また、

ネパール国内に移住する労働者については、国際市場で需要がある冬虫夏草

（yarshagumba）採取のため、放牧地に移住する人々が増えつつある。彼らはネパール国

内のムグ（Mugu）やドルパ（Dolpa）、ジュムラ（Jumla）、バジュラ（Bajura）、バハ

ン（Bajhang）といった地域に移住し、冬虫夏草採取に従事する62。 

 一時的移民労働は、1-3 年の移民労働で、移民労働者の 4％を占めている。目的地は、

インドの大都市部（デリーやバンガロールなど）、中東湾岸諸国が多く、近年は欧米諸国

に移住する労働者も現れている63。移民労働者の多くは常勤で、警備員、コック、ウェ

イター、皿洗い、家事労働といった職業に就いている。 

 永続的移民労働は、インドの大都市部、ネパールの都市部、欧米諸国に移住し、定職

に就くことが多い64。 

 移住労働者の職業と賃金との関係を見ると、上述のとおり移住労働の形態や目的地に

よって差異はあるものの、彼らの多くは肉体労働や単純労働に従事しており、同じ移住

労働者の中でも、肉体労働・単純労働従事者の賃金は技能労働者よりも低く抑えられて

いる。図表 59 は極西部と中西部の移住労働者が従事する職種や、目的地、賃金を示し

ている。従事する職種として多いのは、上からポーター、建設作業員、りんごの収穫、

草刈りといった非熟練労働となっている。移住労働者の賃金を見ると、ポーターや建設

作業員、リンゴ収穫、草刈り、警備員といった非熟練労働者の賃金は一日当たり

133NPR から 240NPR である。他方、機械工、大工、仕立業といったより技能を要する

職種の移住労働者の賃金は、一日当たり 320NPR となっている。 

 

                                                   
61 ICIMOD（2010）‘Labour Migration and Remittances in Nepal’, p.8  

http://www.icimod.org/publications/index.php/search/publication/749 （2012 年 12 月 26 日アクセス） 
なお、ICIMOD は、ヒンドゥークシュ山脈地域に位置する 8 つの国によって構成される情報・知識共有

のための政府間組織である。構成国は、アフガニスタン、バングラデシュ、ブータン、中国、インド、

ミャンマー、ネパール、パキスタンである。 
ICIMOD ウェブサイト、http://www.icimod.org/?q=1 （2012 年 12 月 26 日アクセス） 

62 ICIMOD（2010）‘Labour Migration and Remittances in Nepal’, p.10 
63 ICIMOD（2010）‘Labour Migration and Remittances in Nepal’, p.8 
64 ICIMOD（2010）‘Labour Migration and Remittances in Nepal’, p.8 

http://www.icimod.org/publications/index.php/search/publication/749
http://www.icimod.org/?q=1
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図表 58 極西部及び中西部における移民労働の形態と目的地（2010 年） 

 
（出所）ICIMOD（2010）‘Labour Migration and Remittances in Nepal’, p.8 

http://www.icimod.org/publications/index.php/search/publication/749 （2012/12/26 アクセス） 

 

図表 59 移住労働者が従事する職種（2010 年） 

 

（出所）ICIMOD（2010）‘Labour Migration and Remittances in Nepal’, p.10 

http://www.icimod.org/publications/index.php/search/publication/749 （2012/12/26 アクセス） 

http://www.icimod.org/publications/index.php/search/publication/749
http://www.icimod.org/publications/index.php/search/publication/749
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(3) 地域格差 
ネパールでは都市部の貧困削減は進みつつあるが、農村部の貧困状況は未だ深刻であり、

中でも山岳部や丘陵部の貧困はより深刻である。ここでは地域格差の大きな項目について

説明する。 

 

(i) 所得格差 

地域別の世帯所得を見ると、都市部の平均は 318,167NPR であるのに対して、農村部は

171,950NPR にとどまる。さらに細かく見ると、最も平均世帯所得が高いのはカトマンズ

都市部（Urban-Kathmandu Valley）で 404,511NPR となっており、続くその他丘陵部都市

部（Urban-Other Hills）の 300,599NPR を 100,000NPR 以上、上回っている。最も平均世

帯所得が低いのは中西部・極西部の丘陵部（Rural Hills-Mid&Far Western）で 122,544NPR

である。 

続いて各地域における収入源の割合を見ると、都市部の世帯は、非農業セクターを収入

源とする世帯が 47.1％で約半数を占め、農業セクターから収入を得る世帯は 9.8％に過ぎ

ない。一方で、農村部は非農業セクターを収入源とする世帯が 34.5％で、農業セクターを

収入源とする世帯が 32.4％となっている。さらに細かく見ると、タライ都市部

（Urban-Tarai）は 55.0％が非農業セクターを収入源としており、全地域で唯一非農業セク

ターを収入源とする世帯が半数を超えている。カトマンズ都市部（Urban-Kathmandu 

Valley）、その他丘陵部（Urban-Other Hills）、東部平野部の農村部（Rural Tarai-Eastern）、

中部平野部の農村部（Rural Tarai-Central）では非農業セクターを収入源とする世帯が 40％

を超えている。ただし、それぞれ特徴が異なり、前者 2 地域は農業セクターを収入源とす

る世帯がそれぞれ 1.4％と 15.8％と低いのに対して、後者 2 地域はそれぞれ 29.0％と

27.8％と比較的高い割合になっている。 
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図表 60 世帯所得と一人当たりの所得（名目） 

 

 

 

（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.44 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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図表 61 各地域における収入源の割合 

 

 

 
（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.46 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

(ii) 教育格差 

 2010/2011 年のネパールの識字率は 60.9％であった。識字率は大幅に都市部（77％）の

方が農村部（57％）よりも高い。地域格差も大きく、最も識字率が高かったのはカトマン

ズ都市部（Urban-Kathmandau Valley）で 84.9％、次いでその他丘陵部の都市部

（Urban-Other Hills）が 80.0％であった。一方で、最も低いのは中部タライ農村部（Rural 

Tarai-Central）で 40.8％、次いで Rural Taral-Western が 53.3％であった。 

総就学率（Gross Enroll Rate：GER）は、各年齢の子どもの人数に対する各レベルの教

育65を就学した人数の割合を表している。ネパールにおけるGER（図表 63 参照）は初等教

育が122％、低中等教育が87％、高中等教育が74％であった。地域別のGERを見ると、初

等教育はタライ都市部（Urban-Tarai）と中部タライ農村部（Rural Tarai-Central）で 100％

                                                   
65 ネパールの教育システムは、6-10 歳が初等教育、14-15 歳が低中等教育（lower secondary）、16-17 歳

が高中等教育（higher secondary）、18-23 歳が高等教育をうけるように構成されている。 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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を下回っているほかは全ての地域で 100％を超えている。教育レベルが上がるにつれて地

域間格差も大きくなり、第三次教育については、カトマンズ都市部（Urban-Kathmandu 

Valley）が 65.8％で最も高く、続くタライ都市部（Urban-Tarai）（25.0％）や中部丘陵部の

農村部（Rural Hills Central）（20.8％）を大きく上回っている。他方、半数の地域で第三次

教育レベルのGERは一桁台で、最も低いのは西部丘陵部の農村部（Rural Hills Western）の

4.4％である。 
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図表 62 ネパールにおける識字率 

 
（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume One’ p.85 

http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-132948943

7402/Statistical_Report_Vol1.pdf（2012/11/1 アクセス） 

http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-1329489437402/Statistical_Report_Vol1.pdf
http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-1329489437402/Statistical_Report_Vol1.pdf
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図表 63 ネパールにおける総就学率 

 
（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume One’ p.96 

http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-132948943

7402/Statistical_Report_Vol1.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

 

 

http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-1329489437402/Statistical_Report_Vol1.pdf
http://siteresources.worldbank.org/INTLSMS/Resources/3358986-1181743055198/3877319-1329489437402/Statistical_Report_Vol1.pdf
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図表 64 地域別に見る五分階層別所得人口の分布 

 

 

（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.49 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

(iii) 農業インプットの格差 

次に貧困と農業インプットとの関係を見る。改良された種子（improved seeds）を使用

する農業世帯の割合を地域別で見ると、最も貧困率が高い極西部（貧困率 45.61％）では稲

（Main Paddy）とメイズ（Summer Maize）を除く全ての作物について改良された種子を

使用する農業世帯の割合が低く、次に貧困率が高い中西部（31.68％）では、7 作物中 4 つ

について極西部に次いで改良された種子の使用率が低くなっている。他方、貧困率が 2 番

目に低い中部（21.69％）では、7 作物中 4 つの改良された種子の使用率が最も高く、2 作

物で 2 番目に高い使用率となっている。 

肥料の使用率を地域別で見ると、最も貧困率が高い極西部は、9 作物中 6 作物で肥料の使

用率が最も低く、残りの 3 作物で 2 番目に低い使用率となっている。2 番目に貧困率が高い

中西部では 9作物中 3作物で肥料の使用率が最も低く、4作物で 2番目に低い使用率である。

2 番目に貧困率が低い中部では、7 作物で肥料の使用率が最も高く、3 作物で 2 番目に高い

使用率である。 

農機具の保有率を地域別で見ると、すきや穀物貯蔵ビン（Grain storage bin）はどの地域

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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でも保有率が高く、トラクター・耕うん機、脱穀機、水ポンプは貧困率が低い東部および

中部を含め、全地域で保有率が低くなっており、ネパール全体で農業の機械化が進んでい

ないことがわかる。とはいえ、農機具の保有率についても、格差が生じており、トラクタ

ー・耕うん機、脱穀機の保有率は、貧困率が高い極西部と中西部で保有率が他の地域に比

較して低くなっている。 
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図表 65 改良された種子を使用する農業世帯の割合（単位：％）（2010/11 年） 

 
（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.18 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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図表 66 肥料を使用する農業世帯の割合（単位：％）（2010/11 年） 

 

（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.19 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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図表 67 農機具を保有する農業世帯の割合（単位：％）（2010/11 年） 

 
（出所）CBS（2011）‘Nepal Living Standards Survey 2010/11 Statistical Report Volume Two’ p.20 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf（2012/11/1 アクセス） 

http://cbs.gov.np/wp-content/uploads/2012/02/Statistical_Report_Vol2.pdf
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